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＋ 

基礎課税額（限度額56万円） 

世帯別平等割額（24,600円） 

被保険者均等割額（28,400円） 

所得割額の税率（8.9％） 

世帯別平等割額（5,700円） 
被保険者均等割額（8,700円） 

所得割額の税率（1.8％） 

介護納付金課税額（限度額9万円） 

＋ 

＋ 

基礎課税額（限度額47万円） 基礎課税額（限度額47万円） 

世帯別平等割額（20,800円） 

被保険者均等割額（22,500円） 

所得割額の税率（5.8％） 

世帯別平等割額（4,600円） 
被保険者均等割額（7,300円） 

所得割額の税率（2.1％） 

介護納付金課税額（限度額9万円） 介護納付金課税額（限度額9万円） 

世帯別平等割額（6,000円） 

被保険者均等割額（6,600円） 

所得割額の税率（1.7％） 

    後期高齢者支援金等課税額 
　　　　　　　 （限度額12万円） 
    後期高齢者支援金等課税額 
　　　　　　　 （限度額12万円） 

平成19年度 平成20年度以降 

新規 

資産割額の税率（12.5％） 

資産割額の税率（0.9％） 

国
民
健
康
保
険
税
が
変
わ
り
ま
す

　 　
４
月
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
が
始
ま
り
ま
し
た
。
こ
の
制
度
の

創
設
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
国
民
健
康
保
険
や
健
康
保
険
組
合
な
ど
の
医

療
保
険
制
度
に
加
入
し
て
い
た
原
則
75
歳
以
上
の
人
は
、
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
に
移
行
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　
併
せ
て
、
国
の
医
療
保
険
制
度
改
正
に
伴
い
、
市
で
は
平
成
20
年
度

か
ら
の
国
民
健
康
保
険
税
率
な
ど
の
改
正
を
行
い
ま
し
た
の
で
、
そ
の

内
容
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　　
こ
れ
ま
で
の
医
療
給
付
分
で
あ
る
保
険

税
額
の
基
礎
課
税
額
と
、
介
護
保
険
第
２

号
被
保
険
者(

40
歳
〜
64
歳)

の
保
険
税
額

の
介
護
納
付
金
課
税
額
に
、
後
期
高
齢
者

支
援
金
分
で
あ
る
保
険
税
額
の
後
期
高
齢

者
支
援
金
等
課
税
額
が
新
た
に
加
わ
り
、

そ
れ
ぞ
れ
三
つ
の
区
分
ご
と
に
、
下
記
の

表
よ
り
算
定
し
た
合
算
額
が
一
年
間
の
保

険
税
額
に
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
こ
れ
ま
で
の
世
帯
別
平
等
割
額

（
世
帯
ご
と
に
負
担
し
て
い
た
だ
く
額
）、

被
保
険
者
均
等
割
額
（
被
保
険
者
１
人
当

た
り
で
負
担
し
て
い
た
だ
く
額
）、
所
得
割

額
、
資
産
割
額
の
４
方
式
か
ら
資
産
割
額

を
廃
止
し
た
３
方
式
に
な
り
ま
す
。

保
険
税
の
算
定
に
「
後
期
高
齢

者
支
援
分
」
が
加
わ
り
ま
す

国民健康保険税の算定方法が変わりました

次号の6月25日号では、具体的な
モデルケースを示して、保険税が
どのくらいになるか紹介します。

20,800 

世帯別 
平等割額 

（円） 

被保険者 
均等割額 

基礎課税額 

介護納付金 
課税額 

後期高齢者 
支援金等 
課税額 

所得割額 
の税率 

資産割額 
の税率 

最高 
限度額 

（円） （％） （％） （円） 

22,500 5.8 

廃止 

6,000 

4,600 

6,600 

7,300 

1.7 

2.1 

470,000 

120,000 

90,000 

※
保
険
税
は
国
民
健
康
保
険
の
世
帯
主
に

課
税
さ
れ
ま
す
。
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民
健
康
保
険
に
加
入
す
る
こ
と
に
な
っ
た

場
合
、
２
年
間
は
次
の
措
置
が
あ
り
ま
す
。

・
所
得
割
額
は
賦
課
さ
れ
ま
せ
ん
。

・
被
保
険
者
均
等
割
額
が
半
額
に
な
り
ま

　
す
。

・
当
該
者
の
み
で
構
成
さ
れ
る
世
帯
は
世

　
帯
別
平
等
割
額
が
半
額
に
な
り
ま
す
。

③
所
得
に
応
じ
て
適
用
さ
れ
る
保
険
税
の

７
割
、５
割
、２
割
の
軽
減
に
つ
い
て
は
原

則
５
年
間
、
今
ま
で
と
同
じ
よ
う
に
軽
減

措
置
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
国
民
健
康
保

険
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
し

た
人
も
含
め
て
、
判
定
を
行
い
ま
す
。

　
５
割
、７
割
減
額
と
同
じ
く
、あ
ら
か
じ

め
減
額
し
た
金
額
で
納
税
通
知
書
を
お
送

り
し
ま
す
。
　

　
平
成
20
年
４
月
か
ら
保
険
税
の
年
金
か

ら
の
天
引
き(

特
別
徴
収)

が
始
ま
り
ま
し

た
が
、
10
月
以
降
の
年
金
か
ら
の
天
引
き

額
は
、
６
月
中
旬
に
通
知
書
を
お
送
り
し

ま
す
。

　
平
成
20
年
度
の
保
険
税
の
納
税
通
知
書

は
６
月
中
旬
に
お
送
り
し
ま
す
。

※
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
へ

の
決
定
通
知
書
・
納
入
通
知
書
な
ど
は
、７

月
初
旬
に
お
送
り
し
ま
す
。

①
75
歳
に
な
る
人
が
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
に
移
行
す
る
こ
と
で
、
国
民
健
康
保
険

加
入
世
帯
の
被
保
険
者
が
一
人
と
な
る
場

合
に
は
、５
年
間
、基
礎
課
税
額
お
よ
び
後

期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
世
帯
別
平

等
割
額
が
半
額
に
な
り
ま
す
。

②
75
歳
に
な
る
人
が
、
社
会
保
険
な
ど
か

ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
す
る
こ

と
で
、
そ
の
披
扶
養
者
で
あ
っ
た
人
が
国

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
創
設

に
伴
う
保
険
税
の
軽
減

　　　
世
帯
主
と
被
保
険
者
（
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
に
移
行
し
た
人
を
含
む
）
の
総
所

得
金
額
等
の
合
計
額
が
一
定
の
額
に
満
た

な
い
場
合
、
世
帯
別
平
等
割
額
お
よ
び
被

保
険
者
均
等
割
額
が
、
所
得
に
応
じ
て
２

割
、
５
割
、
７
割
減
額
さ
れ
ま
す
。

　
２
割
減
額
を
受
け
る
場
合
は
、
こ
れ
ま

で
は
申
請
が
必
要
で
し
た
が
今
年
か
ら
不

要
と
な
り
ま
し
た
。

※
申
請
が
必
要
と
な
り
ま
す
の
で
、

国
民
健
康
保
険
の
加
入
手
続
き
を
行

う
際
、
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

特
別
徴
収
の
対
象
に
な
ら
な
い
人
は
、

今
ま
で
ど
お
り
の
納
付
方
法
で
す

●納付方法

◎
問
合
せ

【
保
険
税
、
納
税
通
知
書
に
つ
い
て
】

●
税
務
課
市
民
税
係

【
保
険
税
率
の
改
正
に
つ
い
て
】

●
市
民
課
保
険
年
金
係

い
ず
れ
も

０
８
３
３(

７
２)

１
４
０
０

年
金
か
ら
の
天
引
き

　（
特
別
徴
収
）
対
象
と
な
る
人

仮徴収 

4月 6月 8月 10月 12月 2月 

本徴収 

前年度の所得が確定していない 
ため、前年度国民健康保険税額 
の６分の１の金額がそれぞれの 
月の天引き額となります。 

確定した年間の保険税額から 
仮徴収分を差し引いた金額を 
３回に分けた額がそれぞれの 
月の天引き額となります。 

２
割
減
額
の
申
請
が

　
　
　
　
不
要
と
な
り
ま
し
た

保
険
税
の
年
金
か
ら
の
天
引
き

（
特
別
徴
収
）
を
開
始
し
ま
し
た

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
65
歳

か
ら
74
歳
ま
で
の
世
帯
主
で
、
次
の
す
べ

て
の
条
件
を
満
た
す
人
は
原
則
的
に
保
険

税
は
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま
す
。

・
世
帯
の
加
入
者
全
員
が
65
歳
か
ら
74

歳
で
あ
る
場
合

・
す
で
に
介
護
保
険
料
を
天
引
き
さ
れ

て
い
る
年
額
18
万
円
以
上
の
年
金
を
受

給
し
て
い
る
場
合

・
国
民
健
康
保
険
税
と
介
護
保
険
料
の
合

計
額
が
、
対
象
と
な
る
年
金
額
の
２
分
の

１
を
超
え
な
い
場
合


